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（別表１）事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

１ 現状 

(１)地域の災害リスク 

①地域の状況 

 高山村は、長野県北東部（県庁所在地長野市の中心部からおよそ 20km の距離）に位置し、北

は横手山、笠岳、三沢山及び雁田山をもって小布施町、中野市、山ノ内町と接し、南は破風

岳、奈良山、明覚山をもって須坂市と接し、東は破風岳、御飯岳、黒湯山、万座山、及び横手

山をもって群馬県と接している。村の総面積は 98.56 ㎢で、村域の約 85％が森林・原野で占め

られ、森林地域の多くが上信越高原国立公園に指定されている。村の地形は極めて複雑急峻で

ある。村のほぼ中央を流れる松川は、白根山と横手山の中間、池の塔から発源し、樋沢川等の

支流を合わせて西流し、千曲川に注いでいる。これらの河川は東西方向で約 1,600m の標高差の

山間地を流れ、至る所で急流河川を形成し、流域は河川の浸食作用により深い V字の断崖をなし

ている。また、南部には紫称萩山に源を発する八木沢川が、千曲川に注いでいる。この松川と

八木沢川により形成された、西傾斜の

扇状地に集落や特産品のりんごやぶど

うなどの果樹畑が点在している。ま

た、高山村の気候は、年間を通じて気

温の日較差が大きい内陸性気候であ

る。年間平均気温は 11.8℃と比較的

冷涼で、年間平均降水量は 1,000 ㎜前

後と雨が少ない一方、東部の山間部で

は降雪量が 100 ㎝を越えることもある

ため、特別豪雪地帯に指定されてい

る。また、春の訪れは遅く、4・5 月

頃には晩霜に見舞われる自然条件にある。 

 

②洪水・土砂災害（高山村防災ハザードマップ予測） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記、洪水・土砂災害ハザードマップは、水防法の規定に基づき公表された長野県管理河川

（松川・八木沢川）の「想定最大規模降雨」により、浸水が想定される地域及び浸水した場合
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に想定される水深を表示しています。「想定最大規模降雨」とは、松川流域に 24時間で 757㎜の

降雨、八木沢川流域に 24時間で 807㎜の降雨を想定したものである。 

 役場周辺（商工会館は役場敷地内にある）の拡大図は次のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高山村災害対策本部が設置される高山村役場周辺は、洪水・土砂ハザードマップ上では災害

の影響はないと推定される。 

 

③自然条件にみる災害の要因（高山村地域防災計画より） ※地震は別記載 

・多数の土砂災害危険箇所の存在 

村内の各河川は、複雑で急峻な山間地を走っていることから、多くの土石流危険渓流が存在

する。このほか、村内には、急傾斜地崩壊危険箇所や地すべり危険箇所等の土砂災害危険箇所

も多数存在しており、集中豪雨等の際には、周辺集落等での被害が懸念される。 

・前線の影響による豪雨 

梅雨期や秋雨期には前線が本州付近に停滞し、台風や低気圧の通過により南方の著しく湿っ

た空気を運び込んで高山村にも大雨を降らせることがあり、村内各河川の氾濫、がけ崩れ等の

災害の発生がみられるので、厳重な警戒が必要である。 

・台風の進路による影響 

県下に影響を及ぼす台風は、経路により次の 5つに大別することができる。 

1.中央部縦断コース 

県内を南北に縦断する最悪のコースで、全県的に大雨と強風の被害が予想される。村域で

は、各河川の増水、がけ崩れ等の警戒が必要である。 

2.西側北上コース 

県に接近して西側を北上するコースで、全県が暴風・大雨域に入り、風水害が発生する。

村域への影響は、主として風による被害が多く発生する。 

3.東側北上コース 

県の東側を北上するコースで、台風の吹き返しによる強風の被害が大きくなる。村域は、

大雨が予想され、北よりの暴風雨が吹きつのり、風水害が発生する。このため各河川の増

水、がけ崩れ等の警戒が必要である。 

4.南側東進コース 

太平洋側を東に進むコースで、典型的な雨台風となる。伊那谷や木曽谷、佐久地方などを

中心に一様な大雨となる。 

5.対馬海峡から日本海中部を北東進コース 

全般に雨量は少ないが、北部の山沿いで強風となり、北アルプス一帯では強い風、雨とな

るので注意が必要となる。 

・山林火災 

林野面積が広大なことから、高山村では過去にも山林火災を経験しており、今後も発生が予
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想される。特に、春の山菜採りの時期の火災には注意を要する。 

・高冷地帯 

山間部では、高冷のため、農産物の低温障害及び凍霜障害等による被害が発生しやすい。ま

た、冬期には、多雪のため除雪は大きな課題である。住民の協力により、効果的な除雪を図る

べく、一層の意識高揚を促す必要がある。 

 

④地震 ※J-SHIS(日本防災研究所)2023年版データ引用 

近隣存在の断層帯図は以下のとおり。※商工会館は役場敷地内にある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高山村の北西部には長野盆地西縁断層帯があり、北部には信濃川断層帯がある。 

 

近郊の震度分布は以下のとおり。※商工会館は役場敷地内にある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高山村周辺における震度予想「30年 震度 5強以上の揺れに見舞われる確率 9.5％と推定」 

また、「第３次長野県地震被害想定調査報告書」における高山村の被害想定結果は、下記のと

おりである。なお、想定の季節及び時間帯については、それぞれ被害が最大になるものとし

た。 ※高山村地域防災計画より抜粋 
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想定地震 長野盆地西縁断層帯の地震（ケース３） 

マグニチュード 7.8 

強震動生成域 南側が大 

破壊開始点 南側 

1.建物被害（冬 18時・強風時） （棟） 

液状化 揺れ 断層変位 土砂災害 火災 合計 

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 全壊 半壊 焼失 全壊・焼失 半壊 

0 0 * 80 0 * * 0 * 80 

2.死者・負傷者・重傷者数（冬深夜・強風時） （人） 

 建物倒壊 うち屋内収容物 土砂災害 火災 ブロック塀等 合計 

死者数 *(*) *(*) *(0) 0(0) *(0) *(*) 

負傷者数 20(*) *(*) *(*) 0(0) *(0) 20(*) 

重傷者数 10(0) *(*) *(*) 0(0) *(0) 10(0) 

3.自力脱出困難者・避難者数（冬 18時・強風時） （人） 

自力脱出

困難者数 

被災１日後 被災２日後 被災１週間後 被災１か月後 

避難者

数 

うち避

難所外 

避難者

数 

うち避

難所外 

避難者

数 

うち避

難所外 

避難者

数 

うち避

難所外 

*(0) 20 10 280 140 150 70 40 30 

4.避難所避難者における要配慮者数（冬 18時・強風時） （人） 

被災１日後 被災２日後 被災１週間後 被災１か月後 

* 20 10 * 

5.ライフライン被害（被災直後） 

上水道 下水道 ガスの集中配管 電力 

断水人口(人) 支障人数(人) 配給停止戸数(戸) 停電軒数(軒) 

4,200 4,380  1,520 

6.物資不足量（１日後／冬 18時・強風時） 

食料（食） 飲料水（ℓ） 毛布（枚） 

3,810 2,490 340 

※1 「*」は「わずか」を示す。 

※2 人的被害は観光客を考慮した場合を示す。( )は観光客を考慮しない場合との差を示す。 

※3 各数値は一の位で四捨五入しており、合計は必ずしも合わない場合がある。 

 

⑤感染症 

新型インフルエンザ感染症など大型感染症は 10年から 40年の周期で出現し、世界的に大きな

流行を繰り返している。新型コロナウイルス感染症のように世界的かつ急速な蔓延により日本

全体で感染が拡大することも既成の事実である。当村でも多くの住民の生命及び健康に重大な

影響を与える恐れがある。 

 

(２)商工業者の状況 
高山村商工会管内事業所数（令和 5年度長野県商工会連合会実態調査より） 

・商工業者数   265件 

・小規模事業者数 242件 
業種 建設業 製造業 卸売業 小売業 飲食・宿泊業 サービス業 その他 合計 

事業者数 80 60 2 29 32 57 5 265 

立地条件 
村内広く

分布 
村内広く

分布 
村内広く

分布 
村内広く

分布 

飲食: 村内広

く分布。宿泊

は奥山田エリ

アが主 

村内広く

分布 
村内広く

分布  

 

(３)これまでの取組 
①高山村の取組 

1.高山村地域防災計画の策定 

国の災害対策基本法に基づき、平成 11年 2月に高山村地域防災計画を策定。令和 6年 3月

改正（現行）。 
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この計画は、高山村防災会議が作成する計画であって、村、関係機関、住民等が相互に協

力し、村域に係る災害予防対策、災害応急対策、災害復旧・復興対策を推進することによ

り、村域における土地の保全とかけがえのない住民の生命、身体及び財産を保護することを

目的としている。 

本計画は、第 1編の総則に続いて、第 2編を風水害対策編、第 3編を震災対策編とし、そ

れぞれの災害に対する予防、応急、復旧・復興の各段階における諸施策を示し、第 4編をそ

の他の災害対策編とし、雪害対策、航空災害対策、道路災害対策、危険物等災害対策、林野

火災対策、火山災害対策について特記すべき事項を示し、第 5編を資料編として、本計画に

必要な関係資料・様式等が掲げてある。第 1編総則第 3節「防災上重要な機関の実施責任と

処理すべき事務又は業務の大綱」には公共的団体及び防災上重要な施設の管理者として、常

日ごろから災害予防体制の整備を図るとともに、災害時には、応急措置を実施するとされて

いる。高山村商工会における具体的事項は次のとおり。 

・村が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること。 

・被災会員の融資、あっせんの協力に関すること。 

・災害時における物価安定の協力に関すること。 

・救助物資、復旧資材の確保、あっせんの協力に関すること。 

  また、第 1編総則第 5節「広域相互応援計画」では、高山村商工会内に災害復旧対策委員

会を置き、災害時における復旧協力に関する協定書を高山村と締結し、災害時において緊急

に対応すべき被災箇所に係る出動及び復旧活動への協力等を行なうこととしている。 

2.高山村防災ハザードマップ 

水防法の規定に基づき公表された長野県管理河川（松川・八木沢川）の「想定最大規模降

雨」により、浸水が想定される区域及び浸水した場合に想定される水深を表示している。浸

水想定区域・想定最大規模、浸水の深さの目安、土砂災害特別警戒区域・警戒区域（土石

流・急傾斜地の崩壊・地滑り）、風水害時の避難すべき地域、地域別の指定避難所を掲載して

いる。なお、村ホームページから誰でも閲覧・ダウンロード可能となっている。 

3.防災訓練 

大規模災害の発生を想定し、防災関係機関等の防災対策の相互協力、連携体制の確立等の

検証を行いながら、毎年、防災体制を実効性のあるものとし、地域全体の災害対応力を高め

ることを目的に高山村総合防災訓練を実施している。 

4.災害時応援協定 

大規模災害発生時における物資調達や応急対策活動、人的支援など高山村の活動のみでは

充足できない場合を想定し、民間事業者や各種関係団体、県内外の市町村等との協定を締結

することで、災害への迅速な活動体制を補完・確保している。 

5.高山村国土強靭化地域計画の制定 

 国・県の計画策定に基づき高山村においても、大規模自然災害等に備えるため、国の基本

計画や県計画との整合性を図りつつ、本村における強靭な地域づくりを推進するための指針

となる「高山村国土強靭化地域計画（令和 3年 3月」を策定している。 

 

②高山村商工会の取組 
1.ＢＣＰ・事業継続力強化計画 に関する国の施策の周知 

事業所が策定・取組むべき防災計画や準備について、会報等を活用して普及啓発に努め

る。 

2.事業継続力強化計画策定個社支援の実施 

小規模事業者等にとってＢＣＰ策定は負担が大きいため、まずは事業継続力強化計画策定

を中心に専門家とともに事業者の業態・規模等により個社支援を展開する。 

3.小規模事業者等の損害保険加入促進 

損害保険会社と連携し、事業活動における様々なリスクに対応する「ビジネス総合保険」

の加入勧奨を展開する。 

4.災害時における小規模事業者等への支援 

災害時においては、国・県等の補助金等の有効活用が早期復旧さらには事業継続の一役を

担うため、いつなんどきにも対応できるよう情報収集に努める。 

5.高山村商工会危機管理マニュアル（ＢＣＰ）の策定 

地震、洪水、土砂災害等の自然災害に危機発生時の対応に加え、大型感染症に備えた危機

管理にも対応したマニュアルを策定する。 
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２ 課題 
現状、危機管理マニュアルを策定したが災害等発生を想定した実施検証ができず、平時・緊

急時での対応ノウハウや保険・共済に関する助言など職員の能力向上と組織内での情報共有が

急務である。また、近年の自然災害（大型感染症含む）による被害、影響等が甚大であったに

も拘らず、事業者のＢＣＰ策定に対する認識が低いことも課題である。 

（１）管内小規模事業者等のＢＣＰ策定が進まない 

自然災害（大型感染症含む）において、ＢＣＰよりも取組みやすい「事業継続力強化計画」

に関する案内を会報やチラシによって周知しているが、防災意識や計画策定の必要性、認知度

は依然低い。 

（２）自治体との連携体制強化 

事業者向けの災害対策について、発災時から復興支援開始までのより具体的な体制・支援の

整備等について高山村とより強固な連携体制の構築が必要である。 

（３）関係機関等との連携強化 

職員の事業者向けＢＣＰ策定に関する支援スキル習得に課題があり、専門知識やノウハウを

持つ専門家や損保会社等との連携強化が必要である。 

 

３ 目標 
（１）ＢＣＰ等策定支援の推進強化 

広報活動を継続・強化し、管内小規模事業者に対してリスク対策の重要性を認識させる。加

えてＢＣＰや事業継続力強化計画策定の個社支援を継続する。 

（２）報告ルート（情報共有体制）の構築 

発災時における事業者に合わせた円滑な支援等を行うため、高山村と管内小規模事業者にお

ける被害情報等連絡ルート（情報共有体制）を構築する。 

（３）職員のスキルアップと情報共有 

ＢＣＰ策定等の知識をセミナー等によって向上させ、発災後、速やかな復興支援が行えるよ

う組織内における体制、関係機関との連携体制を平時から構築する。 

（４）感染症対策強化 

大型感染症のリスクを風化させないよう再認識させる。また、大型感染症が事業に与える影

響を軽減するための国・県等の施策・対策等を周知する。 
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事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

４ 事業継続力強化支援事業の実施期間  
（令和 6年 12月 1日～令和 11 年 3月 31日） 

 

５ 事業継続力強化支援計画の内容 
当会の役割分担、支援体制を整理し、連携して以下の事業を実施する。 

（１）事前の対策 
多発する自然災害などの経営リスクから管内事業所を守り事業継続を支援するために、当会

と高山村とで本計画を把握並びに共有し、発災時に混乱なく応急対策、復旧支援等に取組める

ようにする。 

①小規模事業者に対する災害リスクの周知 

・巡回指導時やセミナー等で、高山村防災ハザードマップを用いながら立地場所の自然災害リ

スク及びその影響を軽減するための取組や対策（事業休業への備えまた災害時補償等の損害

保険・共済加入等）について説明する。 

・会報やホームページさらにはパンフレット・村広報等において、国の施策の紹介やリスク対

策の必要性、損害保険の概要、事業者向けＢＣＰに積極的に取組む小規模事業者の紹介等を

行う。 

・小規模事業者に対し事業者向けＢＣＰ（即時に取組可能な簡易的なものを含む）の策定によ

る実効性の高い取組の推進や効果的な訓練等について指導及び助言を行う。 

・事業継続の取組に関する専門家を招き小規模事業者に対する普及啓発セミナーや其々の事業

者にあった各種施策さらには損害保険の紹介等を実施する。 

・国や県、高山村等が作成した防災関連等パンフレット等を用いて、自然災害等（大型感染症

含め）のリスクを認識させる。 

・国や県、高山村が策定した制度内容を伝え、自然災害等（大型感染症を含む）が事業に与え

る影響（主に売上減少）を軽減するための対策をアドバイスする。 

②商工会事業継続計画の作成 

「高山村商工会危機管理マニュアル」策定。平成 27 年初版発行、令和 4 年 4 月事業継続力強

化支援計画申請のため全面更新 

③関係団体等との連携 

・損害保険会社等に専門家の派遣を依頼し、管内事業者を対象とした普及啓発セミナーや損害

保険の紹介等を実施する。 

・「長野県ＢＣＰ策定支援プロジェクト」を活用しＢＣＰ策定を希望する事業者に対してセミナ

ーの開催や個別支援を実施する。 

・関係機関への普及啓発ポスター掲示依頼、セミナー等の共催。 

・長野県「信州防災アプリ」の普及推進。 

④フォローアップ 

・ＢＣＰ等の取組状況を確認する。 

・高山村と当会は村内事業者のＢＣＰ等の策定状況確認や改善点等を協議する会議を定期的に

開催する。 

⑤当該計画に係る訓練の実施 

自然災害（令和元年台風 19 号・震度 5 強の地震と同規模）が発生したと仮定し、高山村との

管内小規模事業者における被害情報等連絡ルート（情報共有体制）の確認を行う。なお、訓練

は必要に応じて実施する。 

（２）発災後の対策 
自然災害等による発災時には、人命救助が第一であることは言うまでもない。そのうえで、

下記手順で管内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡する。 

①応急対策の実施可否の確認 

・発災後１時間以内に職員の安否報告を行う。 

・情報ツール等を利用した安否確認や業務従事の可否、大まかな被害状況（建物被害や道路状

況等）を高山村と共有する。 

・大型感染症において、第 1フェーズとして県内で感染者発生後には職員の体調確認を行うとと

もに事業所の消毒、職員の手洗い、うがい等の徹底を行う。 

・大型感染症で新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32 条に基づき政府による「緊急事態宣

言」が出た場合は、高山村に対策本部を設置し連携して感染症対策を行う。 
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②応急対策の方針決定 

・高山村の対策本部の方針に基づき当会において、被害状況や被害規模に応じた応急対策の方

針を決め、高山村に報告する。 

・豪雨において、職員自身の目視で命の危険を感じる状況の場合は、出勤を見送り職員自身が

安全を確保し、警報解除後に出勤する。 

・職員全員が被災する等応急対策ができない場合の役割分担を決める。 

・大まかな被害状況を確認し、速やかに情報共有する。（被害規模の目安は以下を想定） 

※連絡が取れない地域については、大規模被害が生じているものと考える。 
 

・本計画により、高山村と当会は以下の間隔で被害情報等を共有する。 

 

（３）発災時における指示命令系統・連絡体制 
・自然災害等発生時に、村内の小規模事業者等の被害情報の迅速な報告及び指揮命令を円滑に

行うことができる仕組みを構築する。 

・２次被害防止のため、会長の指示に従って被災地域での活動を行うことについて事前に決め

ておく。 

・高山村と当会で共有した災害情報を長野県長野地域振興局商工観光課へ報告する。 

・感染症流行の場合、国や県からの情報や方針に基づき、高山村と当会が共有した情報を長野

県長野地域振興局商工観光課へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模な被害が

ある 

・村内 10％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等比

較的軽微な被害が発生している。 

・村内 1％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半壊」等、

大規模被害が発生している。 

・被害が見込まれる地域において連絡が取れない、もしくは、交通

網が遮断されており、確認ができない。 

被害がある 

・村内 1％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等、

比較的軽微な被害が発生している。 

・村内 0.1％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半壊」

等、大きな被害が発生している。 

ほぼ被害はない ・村内で目立った被害の情報がない。 

発災直後～ 速やかに情報を共有する 

発災後～1週間 1日に 1回以上共有する 

2週間～1ヵ月 1週間に 1 回以上共有する 

1ヶ月以降 適時、共有する 

高山村 

長野県 関東経済産業局 

長野県商工会連合会 長野地域振興局 

高山村商工会 
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（４）応急対策時の村内小規模事業者に対する支援 

・相談窓口の開設方法について、高山村と相談する（国の依頼を受けた場合は、特別相談窓口

を設置する）。 

・安全性が確認された場所において相談窓口を設置する。 

・村内小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

・応急時に有効な被災事業者施策（国や県、市等の施策）について村内小規模事業者等へ周知

する。 

・感染症の場合、事業活動に影響を受ける、またはその恐れがある小規模事業者を対象とした

支援策や相談窓口の開設等を行う。 

 

（５）村内小規模事業者に対する復興支援 

・県の方針に従い復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援を行う。 

・被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの応援派遣

等を長野県商工会連合会等に相談する。 
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（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和 6年 9月 30日現在） 

１ 実施体制 

（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の事業継続

力強化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導

員の関与体制等） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

２ 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

（１）法定経営指導員の氏名、連絡先 

    氏名：宮澤 忍 

    連絡先：高山村商工会 ・ 電話：026-248-0582 

 

（２）法定経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

   ・本計画の具体的な取組の企画や実行 

   ・本計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（1年に 1回以上） 

    

 

３ 商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

（１）商工会／商工会議所 

    高山村商工会 

      〒382-0800 長野県上高井郡高山村大字高井 4972番地 

      TEL：026-248-0582 / FAX：026-248-5124 

      E-mail：tcta@stvnet.home.ne.jp 

 

（２）関係市町村 

    高山村 

      〒382-0800 長野県上高井郡高山村大字高井 4972番地 

      TEL：026-245-1100（代表）/ FAX：026-248-0066 

     総務課（高山村災害対策本部） 

TEL：026-214-2263 

       E-mail：soumu@vill.takayama.nagano.jp 

     産業振興課（村内事業者に対する復興支援等） 

TEL：026-214-9296 

       E-mail：sangyou@vill.takayama.nagano.jp 

建設水道課（道路河川等の災害時における復旧協力等） 

TEL：026-214-9297 

       E-mail：kensui@vill.takayama.nagano.jp 

 

高山村商工会 

法定経営指導員  1名 

補助員      1名 

一般職員(パート) 1名 

高山村 

（総務課） 

（産業振興課） 

（建設水道課） 
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（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

１ 必要な資金の額 

                                    （単位 千円） 

 
令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 

必要な資金の額 110 210 150 150 160 

 

専門家派遣費 

セミナー開催費 

パンフ等作成費 

郵送代 

防災・感染対策費 

 

 

 

0 

0 

50 

10 

50 

50 

50 

50 

10 

50 

50 

50 

0 

0 

50 

50 

50 

0 

0 

50 

50 

0 

50 

10 

50 

 

２ 調達方法 

 

○会費収入 

○県補助金 

○村補助金 

○事業収入等 

 

 

 


